
山梨県地域日本語教育推進事業費補助金交付要綱 

 

 

 （通則） 

第１条 山梨県地域日本語教育推進事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付につい 

ては、山梨県補助金等交付規則（昭和38年山梨県規則第25号。以下「規則」という。）の 

規定によるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は、外国人が本県の一員として活躍するために、日本語能力が十分でな 

い県内在住外国人に対して生活等に必要な日本語能力を身に付けられるよう、日本語教育 

環境を整備し、日本語学習機会の確保を図ることを目的とし、これに要する経費について 

予算の範囲内で補助する。 

 

（補助対象者） 

第３条 この補助金の対象となる者は、市町村とする。ただし、本県実施の「日本語モデル 

教室事業(注)」を活用した市町村に限る。 

  (注)「地域日本語教育推進事業日本語モデル教室開催募集要項」に基づき、県の支援を受け、市 

町村主催による在住外国人を対象とした日本語教育を実施した事業のことをいう。 

 

 （補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、経費（以下 

「補助対象経費」という。）及び補助率は、次表のとおりとする。 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 

在住外国人に対し、生活に必

要な日本語能力向上のための

日本語学習機会を提供する事

業 

諸謝金、旅費、交通費、消耗品費、印刷

製本費、通信運搬費、賃料及び損料、会

議費、保険料、雑役務費、委託費 

当該経費の 

１／２以内 

 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする市町村（以下「申請者」という。）は、補助金交付 

申請書（様式第1号）に以下の関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

（１）事業実施計画書 

（２）事業収支内訳書 

（３）収支予算書又はこれに代わる書類 

 

（交付の決定） 

第６条 知事は、前条の規定により申請者から補助金交付申請書の提出があったときは、そ 

の内容を審査の上、適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、補助金交付決定通知書 



（様式第2号）により当該申請者に通知するものとする。 

２ 知事は、補助金の交付決定に当たり、必要に応じ条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、前条の規定によ 

る通知に係る補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に対して不服があり、補助 

金の交付の申請を取下げようとするときは、補助金交付決定通知書を受けた日から20日以 

内にその旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業計画変更の承認） 

第８条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ計画変更承認申 

請書（様式第3号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）補助対象経費の総額を変更しようとするとき。ただし、補助対象経費の総額の20％以 

内の場合は、この限りでない。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、軽微な変更を除く。 

２ 知事は、前項の承認する場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は条件 

を付すことがある。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ補助事 

 業中止（廃止）承認申請書（様式第4号）を知事に提出し、その承認を受けなければなら 

ない。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込ま 

れる場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに補助事業遅延等報告書 

（様式第5号）を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（交付決定の取消等） 

第１１条 知事は、第９条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び、次の各号に 

掲げる場合は、第６条の交付決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更することができ 

る。 

（１）補助事業者が、本要綱、補助金の交付決定の内容、又は本要綱に基づく知事の定め、 

処分若しくは指示に違反した場合 

（２）補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３）補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、虚偽、その他不適当な行為をした場合 

（４）交付決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がな 

くなった場合 

２ 知事は、前項の取消をした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が 



交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとす 

る。 

３ 知事は、第１項に掲げる事由により補助金の交付の決定を取消し、前項の規定により補 

助金の返還を命ずる場合には、補助事業者が当該補助金を受領した日から納付の日までの 

期間に応じて返還すべき金額に対し年利10.95％の割合で計算した加算金の納付を併せて 

命ずるものとする。 

４ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、 

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95％の割合で計 

算した延滞金を県に納付しなければならない。 

 

（状況報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業の遂行状況について知事が報告を求めたときは、これを 

報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告を受けたときは、報告内容を審査するとともに、必要に応じて現地 

調査を行うものとする。 

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了した日又は補助事業の中止若しくは廃止の承認を 

受けた日から起算して一箇月を経過した日又は補助金の交付を決定した年度の3月10日の 

いずれか早い期日までに、補助事業実績報告書（様式第6号）に必要関係書類を添えて、 

知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１４条 知事は、前条の報告を受けた場合において、その報告に係る補助事業の実施結果 

が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを審査 

し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、額の確定通知書（様式第 

7号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により補助金の額を確定した場合は、補助金を当該補助事業者に交 

付するものとする。 

 

（書類の保管） 

第１５条 補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、当該補助事業終了の年度の翌年度から起算 

して5年間、整備保管しておかなければならない。 

 

（雑則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


